ｘ交通誘導２級　練習問題
～基本原則～
次の文章は、警備業務の意義と重要性に関する記述です、誤りを選びなさい。
1. 警備業務とは、他人の要求に応じて、人の生命、身体、財産等に対する危害の発生を警戒し、防止する業務のことをいう。
2. 昭和39年開催の東京オリンピック選手村の警備によって我が国の警備業は、その存在を広く認識された。
3. 高度成長期の企業合理化と人手不足を背景とし、各種さまざまな分野で急速に発達し、現在では生活安全産業として国民生活に深く定着している。
4. 警備業は、社会構造の複雑化、治安情勢の深刻化等により、国民の自主防犯活動が活発化し、ホームセキュリティや空港、原子力関連の警備等、多種多様な業務を展開しながら発展してきた。
5. 今後は、地域社会の犯罪抑止機能の低下が進行しつつある中、防犯機能を強化していくためにも、警備業の役割は、重要性を増していくものと考えられる。

次の文章は、交通誘導警備業務の意義と重要性に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 道路工事現場、建築現場、駐車場、事業所等において、一般交通に及ばす各般の支障を軽減するとともに、 一般車両や歩行者の通行の安全を図り、 交通の渋滞や事故の発生を未然に防止することを目的として、 人や車両の誘導を行う。
2. 交通誘導警備業務警備員は、誘導を受ける側の確実な協力が得られるよう、周囲の交通状況等に的確に強制的な誘導技術を身に付け、常に感謝の気持ちと節度ある態度で業務を実施する。
3. 駐車場や工事現場等の管理者は、 当該事業等に関連して、 交通の渋滞を発生させることのないように、 保安要員を配置するなどの措置を講じなければならない。
4. 交通誘導警備業務は、委託者ばかりでなく、一般の歩行者や車両をもその対象としていることから、ひとたび警備員の誘導ミスを原因とする交通事故が発生すると、社会に大きな影響を及ぼすことになる。
5. 交通誘導警備業務とは、他人の需要に応じて、人若しくは車両の通行に危険のある場所における負傷等の事故の発生を警戒し、防止する業務である。

次の文章は、警備業務実施の基本原則、警備業法第15条についての文章です。誤っていないものを選びなさい。
1. 警備業者及び警備員は、警備業務を行うに当たって、警備業法により特別な権限を与えられている。
2. 警備業者及び警備員は、警備業務を行うに当たって、他人の権利及び自由を侵害し、又は個人若しくは団体の正当な活動に干渉してはならない。
3. 警備業務対象施設内等において、不審な人物を発見した場合、施設管理権に基づき、私人として許される範囲内で質問等を行い、テロ対策として警察官が行う職務質問を行う。
4. 現行犯人を逮捕した場合、状況により犯人の所持品や身元等を調べ、逮捕後は直ちに警察官等へ引き渡さなければならない。
5. 警備員の行う交通誘導警備業務は、通行者の協力を得て行う任意のものであり、道路交通法の規定により警察官等が行う交通整理のような強制力もある。

次の文章は、警備業務実施の基本原則、警備業法第15条についての文章です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 警備業者及び警備員は、警備業務を行うに当たって、他人の権利及び自由を侵害し、又は個人若しくは団体の正当な活動に干渉してはならない。これを禁止規定という。
2. 警備業務対象施設内等において、不審な人物を発見した場合、施設管理権に基づき、私人として許される範囲内で質問等を行えるだけである。
3. 警備業者及び警備員は、警備業務を行うに当たって、警備業法により特別に権限を与えられているものでないことに留意する。これを留意規定という。
4. 現行犯人を逮捕した場合、犯人の所持品や身元等を調べたりすることは一切許されない。
5. 警備員の行う交通誘導警備業務は、通行者の協力を得て行う任意のものである。

次の文章は、警備員の使命と心構えに関する文章です、誤っているものを選びなさい。
1. 交通誘導警備員が、その使命、責務を果たすため留意しなければならない主な事項は、①事故を防止する、②責任を持つ、③関係法令を守る、④規律を守る、ことである。
2. 交通誘導警備業務は、事故を防止するという観点から社会全般の安全に深く関与しており、日頃から起こり得る事故を想定し、とるべき措置を十分に心得ておく必要がある。
3. 交通誘導警備員は、自らの知識及び技能をもって、その職務を最後までやりとげる必要がある。
4. 交通誘導警備員は、現場の状況に応じ臨機応変に自己の判断で任務内容を変更し、勤務場所を変更することがある。
5. 警備員の規律正しい勤務態度は、自己の属する会社はもとより、警備員一般及び警備業全体に対する社会的な信頼を高める。

次の文章は、警備員の指導及び教育に関する制度の概要に関する記述です、正しいものを選びなさい。
1. 警備員は、警備業務を適正に行うようにするため、警備業務に関する知識及び能力の向上に努めなければならない。
2. 警備員に対する教育は、基本教育、現任教育並びに必要に応じて行う警備業務に関する知識及び技能の向上のための教育とする。
3. 2級検定の合格証明書の交付を 受けている警備員を当該合格証明書に係る警備業務に従事させる場合の新任教育は免除される。
4. 2級検定の合格証明書の交付を 受けている警備員を当該合格証明書に係る警備業務に従事させる場合の現任教育は一年に一回、5時間が必要である。
5. 経験のない一般の警備員の新任教育時間は基本教育と業務別教育を合わせて13時間以上必要である。

次の文章は、警備員の検定制度に関する記述です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 18歳未満の者であっても検定を受験することができる。
2. 1級は当該種別の2級の検定合格証明書の交付後、1年以上の実務経験がないと受検又は受講することができない。
3. 検定に合格しただけでは資格者とはならず、都道府県公安委員会に合格証明書の交付申請を行い、合格証明書が交付されて初めて有資格者となる。
4. 18歳の者には、合格証明書の交付がされない。
5. 検定合格警備員に実施させる必要がある警備業務を行うとき、関係人から合格証明書の提示を求められる場合があるので、合格証明書は常に携帯しておく必要がある。



次の文章は、警備員の教育に関する記述です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 警備員教育とは、基本教育、業務別教育並びに必要に応じて行う警備業務に関する知識及び技能の向上のための教育である。
2. 警備業者が、新たに警備業務に従事させようとする警備員に行う教育を新任教育、現に警備業務に従事させている警備員に行う教育を現任教育という。
3. 2級検定の合格証明書の交付を受けていない一般の警備員は、年度毎に基本教育を10時間以上、業務別教育を10時間以上受ける必要がある。
4. 2級検定の合格証明書の交付を受けている警備員が、当該合格証明書に係る警備業務に従事する場合の新任教育は免除される。
5. 2級検定の合格証明書の交付を受けている警備員の現任教育は、年度毎に業務別教育を6時間以上受ける必要があるが、基本教育は免除される。

次の文章は、合格証明書の交付がされない者について述べたものです、誤りを選びなさい。
1. アルコール、麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の中毒者。
2. 合格証明書の返納を命ぜられ、その日から起算して三年を経過しない者。
3. 十八歳未満の者。
4. 禁錮以上の刑に処せられ、又は警備業法の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して五年を経過しない者。
5. 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定による命令、又は指示を受けた者で、命令又は指示を受けた日から起算して五年を経過しない者。

～基本動作・礼式～
次の文章は、警備員の礼式と基本動作に関する記述です、誤りを選びなさい。
1. 敬礼を行う者は、通常、受礼者の答礼が終わるのを待って元の姿勢に戻る。ただし、号令がかかる場合は、号令に従う。
2. 脱帽時の敬礼は、受礼者が明らかに認めることができる距離のところで、受礼者に向かって姿勢を正し、注目して、上半身を約15度前に傾けて行い、元の姿勢に戻る。
3. 着帽時の敬礼は、特に定めがある以外、受礼者から約6歩のところで、挙手注目の敬礼を行う。
4. 着帽時の敬礼は、受礼者に向かって姿勢を正し、注目してから、右手を挙げ、指を接して伸ばし、人差し指と中指を帽子の前ひさしの右側に当て、手のひらを内側に向け、ひじを肩の方向にほぼその高さに上げる。最後に、元の姿勢に戻る。
5. 節度ある礼式は、警備員の心を引き締め、規律ある職場を形作り警備員に対する社会的信頼を高める。また、服装や身だしなみは、委託者だけではなく、周囲の人たちの注目の対象になり、端正に整えることで、警備員に対する信頼が高まる。

次の文章は、警備員の礼式と基本動作、基本の姿勢（号令「気をつけ」）の動作に関する記述です、誤っている文章を選びなさい。
1. 両かかとを一直線上にそろえて付け、両足先は約60度に開いて等しく外に向ける。
2. 両ひざはまっすぐ伸ばし、上体は正しく腰の上に落ち着け、背を伸ばし両肩をやや後ろに引き胸を張る。
3. 両腕は肩に力を入れず自然に垂れ、手のひらをももに付ける。
4. 指を軽く伸ばして並べ、中指をおおむねズボンの縫い目に当てる。
5. 頭と首をまっすぐに保って口を閉じ、あごをひき、両眼は正しく開いて前方を直視し目を動かさない。

次の文章は、警備員の礼式と基本動作の 休め と 右向けー右 の動作に関する記述です、誤っている文章を選びなさい。
1. 休憩の要領① その場で左足を約30㎝（両かかとの内側を結ぶ最短距離）横に開き、体重は両足に均等にかける。
2. 休憩の要領② 手は後ろに回し、右手の甲を左手でつかむ。
3. 休憩の要領③ 休憩中は、指揮者の許可がなければ談話等をしてはならない。
4. 右向けー右の要領① 回転側の足のかかと、反対側の足つま先とを軸として90度右に向きを変える。
5. 右向けー右の要領② 反対側の足を引き付け、同一線上にそろえる。
～警備業法～
次の文章は、警備業法の目的と定義に関する記述です、正しいものを選びなさい。
1. 警備業法は、警備業務の実施につき、公共の福祉の維持と個人の基本的人権の保障とを全うしつつ、業務の真相を明らかにし、警備業法令を適正且つ迅速に適用実現することを目的とする。
2. 「警備業務」とは、他人との契約に基づき、他人のために行う業務、自己のために自己の業務として行う業務を警備業務という。
3. 警備業法において「警備員」とは、警備業者の使用人その他の従業者で警備業務に従事するものをいう。
4. 興行場、駐車場、遊園地等における盗難等の事故の発生を警戒し、防止する業務は雑踏警備業務である。
5. 人若しくは車両の雑踏する場所又はこれらの通行に危険のある場所における負傷等の事故の発生を警戒し、防止する業務を１号警備業務という。

次の文章は、警備業法の定義、警備業の要件、認定に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 「警備業」とは、警備業務を行なう営業をいい、「警備業者」とは、警備業法第四条の認定を受けて警備業を営む者をいう。
2. 最近三年間に、警備業法の規定、警備業法に基づく命令の規定若しくは処分に違反し、又は警備業務に関し他の法令の規定に違反する重大な不正行為で都道府県公安委員会規則で定めるものをした者は、警備業を営んではならない。
3. 警備業法第３条各号のいずれにも該当しないことについて、その営業開始前に都道府県公安委員会が審査し、認定を受けた者が警備業法上の警備業者に該当する。
4. 「警備員」とは警備業者の使用人であっても、警備業務以外の業務に従事する者、営業、会計等の事務のみに従事する者は、警備員には該当しない。
5. 人若しくは車両の雑踏する場所又はこれらの通行に危険のある場所における負傷等の事故の発生を警戒し、防止する業務を第2号業務といい、交通誘導警備業務、雑踏警備業務のことである。

次の文章は、警備業法の警備員として警備業務に従事することができない者を述べた文章です、誤っているものを選びなさい。
1. 最近5年間に、この法律の規定、この法律に基づく命令の規定若しくは処分に違反し、又は警備業務に関し他の法令の規定に違反する重大な不正行為で国家公安委員会規則で定めるものをした者。
2. 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者。
3. 麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の中毒者。
4. 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律による命令又は指示を受けた者であって、当該命令又は指示を受けた日から起算して3年を経過しないもの。
5. 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して5年を経過しない者。

次の文章は、警備業法の警備員の制限に関する文章です、正しいものを選びなさい。
1. 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律による命令又は指示を受けた者であって、当該命令又は指示を受けた日から起算して5年を経過した者は、警備員になれる。
2. 最近3年間に、警備業法の規定、警備業法に基づく命令の規定若しくは処分に違反し、又は警備業務に関し他の法令の規定に違反する重大な不正行為で国家公安委員会規則で定めるものをした者は、警備員になれない。
3. 禁錮以上の刑に処せられ、又は警備業法の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して5年を経過した者は警備員なれない。
4. 満18歳の者は警備員になれない。
5. アルコール、麻薬、大麻、あへん又は覚醒剤の中毒者でも医師の診療を受けている者は警備員になれる。

次の文章は、警備業法の警備員の服装に関する文章です、誤っていないものを選びなさい。
1. 警察官の制服（出動服を含む）及び海上保安官、消防官の制服と明確に識別することがでぎる服装でなければならない。
2. 警備業務を行う際に着用する服装については、警備業法施行規則により、その警備業務の開始の前日までに国家公安委員会に届け出ることが義務付けられている。
3. 内閣府令で定める公務員とは、警察官及び海上保安官、消防官である。
4. 色、型式又は標章により、明確に識別することができる服装を用いなければならない。
5. 明確に識別することができる服装とは、一般通常人が熟視して内閣府令で定める公務員と誤認しない程度に異なっている服装のことをいう。

次の文章は、警備業法の警備員の護身用具に関する文章です、誤っているものを選びなさい。
1. 都道府県公安委員会は、公共の安全維持の観点から都道府県公安委員会規則を定めて、護身用具の携帯を使用又は制限することができる。
2. 護身用具は、当該警備業務開始の前日までに都道府県公安委員会に届け出ることが義務付けられている。
3. 部隊を編成するなど集団の力を用いて警備業務を行う場合は、警戒棒及び警戒じょうを携帯してはならないが、公営競技場での警戒棒の携帯は可能である。
4. 護身用具は、鋭利な部位がないものでなければならない。
5. 護身用具は、携帯することにより人に著しく不安を覚えさせるおそれがなく、かつ、人の身体に重大な害を加えるおそれがないものでなければならない。

次の文章は、警備業法第18条、特定の種別の警備業務を上げたものです、正しいものを選びなさい。
1. 空港施設警備業務、貴金属運搬警備業務、交通誘導警備業務、施設警備業務、雑踏警備業務、核燃料物質等危険物運搬警備業務
2. 施設警備業務、交通誘導警備業務、空港保安警備業務、核燃料物質等危険物運搬警備業務、貴金属運搬警備業務、雑踏警備業務
3. 雑踏警備業務、交通誘導警備業務、核燃料物質等不燃物運搬警備業務、貴金属運搬警備業務、空港保安警備業務、施設警備業務
4. 核燃料物質等危険物運搬警備業務、貴重品運搬警備業務、空港保安警備業務、施設警備業務、雑踏警備業務、交通誘導警備業務
5. 交通誘導警備業務、空港保安警備業務、施設管理警備業務、核燃料物質等危険物運搬警備業務、貴重品運搬警備業務、雑踏警備業務



～基本的人権・憲法～
次の文章は、憲法、人権についての概略的知識に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 憲法は、個人の尊重を第一義としているが、その精神は、すべての個人を尊重することであって、一個人のみを尊重するということではない。
2. 基本的人権とは、人間が生まれながらにして持っていると考えられる権利で、人間が人間として生活していくうえにおいて、当然認められるべき基本的権利のことである。
3. 憲法11条は、基本的人権の保障を一般的に宣言するとともに、平等権、自由権、社会権という性格を明らかにしている。
4. 固有普遍性とは、基本的人権は人間として当然の天賦生来の権利であって、誰でも等しく享有する普遍的なものであるということである。
5. 永久不可侵性とは、基本的人権は現在の国民ばかりでなく、将来の国民も等しく享有するものであり将来永久に侵されることがないということである。


次の文章は、憲法の個人の尊重と公共の福祉に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 憲法第13条は、個人尊重主義を採用し、生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利が、立法その他の国政のうえにおいて最大の尊重を受けるという基本方針を明らかにしている。
2. 憲法では、基本的人権が絶対無制限であり、「公共の福祉に反しない限り」という制約（客観的限界）があることを明らかにしている。
3. 公共の福祉による制約の程度は、それぞれの自由及び権利の性格によって異なり、思想、良心の自由は「公共の福祉」の制限を受けない。
4. 憲法によって人権は保障されていますが、その人権は必ずどこかで他の人権と衝突します、どのような人権であっても、他人に迷惑をかけない限りにおいて認められるという制限を持っています。
5. すべての人の人権がバランスよく保障されるように、人権と人権の衝突を調整することを「公共の福祉」と言い、多数のために個人が犠牲になることを意味することではない。


次の文章は、憲法第二十一条（集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。）に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 集会とは、共同の目的を持った複数人の一時的集合、一定の場所に集合する場合のほか、 集団の行進及び示威的運動等も含む。
2. 結社とは、共同の目的を持って、 継続的に複数人が結合している集団や団体のことである.
3. 言論、出版その他の表現の自由とは、すべての物事に対する見方、考え方、解釈や評価を、検閲されたり規制されることもなく自由に表明する権利のことである。
4. 憲法では、「一切の表現の自由は、これを保障する。」とあらゆる表現活動の自由を保障しているので、個人がSNSやネットの書き込み等で自由な表現ができ何ら責任は問われることはない。
5. 憲法では、「一切の表現の自由は、これを保障する。」とあらゆる表現活動の自由を保障しているが、その具体的内容によっては、公共の福祉が優先され制約される場合がある。

次の文章は、日本国憲法の国民の権利及び義務、公共の福祉に関する記述です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 居住、移転及び職業選択の自由は、公共の福祉による制約を受ける。
2. 学問の自由は、公共の福祉による制約を受けない。
3. 思想及び良心の自由は、公共の福祉による制約を受けない。
4. 言論、出版その他一切の表現の自由は、公共の福祉による制約を受ける。
5. 集会、結社の自由は、公共の福祉による制約を受ける。

次の文章は、憲法第31条（人身の自由）及び33条（不法に逮捕されない権利）に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 憲法第31条の「何人も、法律の定める手続によらなければ、その生命若しくは自由を奪はれ、又はその他の刑罰を科せられない。」とは、人身の自由の保障に関する根本原則の規定である。
2. 憲法第33条の「何人も、現行犯として逮捕される場合を除いては、権限を有する司法官憲が発し、且つ理由となっている犯罪を明示する令状によらなければ、逮捕されない。」で、犯罪による逮捕には、検察官の発する逮捕状を必要とする、令状主義を確立している。
3. 憲法第33条の「何人も、現行犯として逮捕される場合を除いては」とあるのは、令状主義の例外として現行犯逮捕される場合は、犯罪と犯人が明白で、犯人を逮捕しなければ逃走する恐れがあり逮捕権濫用の恐れが少ないため令状を必要としない場合である。
4. 憲法第28条の「勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利は、これを保障する。」は、団結権、団体交渉権、団体行動権(争議権)の労働三権といわれる労働基本権を保障している。
5. 憲法第35条では、住居、書類及び所持品についての、侵入、捜索及び押収は、現行犯逮捕される場合を除いて、正当な理由に基いて発せられ、且つ捜索する場所及び押収する物を明示する令状がなければならない。

次の文章は、刑法の違法性阻却事由に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 犯罪とは、社会秩序に反し、個人や社会の利益を侵害する行為で、刑法に定める構成要件に該当する違法な行為のことである。
2. 刑法で定める犯罪の構成要件に該当する違法行為であっても、違法ではなくなる特別な事情があり、悪くない（違法とされない）場合がある。この特別な事情のことを違法性阻却事由という。
3. 刑法には、違法性阻却事由として、正当防衛、緊急避難などが規定されている。
4. 正当防衛とは、急迫不正の侵害に対して、自己又は他人の権利を防衛するため、やむを得ずにした行為のことである。
5. 緊急避難とは、自己又は他人の生命、身体、自由又は財産に対する現在の危難を避けるため、やむを得ずにした行為で、これによって生じた害が避けようとした害の程度を超えなかった場合を言う。

次の文章は、正当防衛に関する文章です、誤っているものを選びなさい。
1. 「以前に不当な侵害を受けた相手から、必ず、またすぐに不当な侵害をしてくるので防衛のために先に攻撃した。」これは正当防衛にあたらない。
2. 「不正を注意した相手が反論してきたのでゲンコツをしようとしたらバットを持って防衛してきたので危険を感じてこちらもバットで攻撃し防衛した。」これは正当防衛にあたらない。
3. 「警備態度が悪いといきなり殴りかかられたので、防衛しようとしたが強い怒りを感じ逆上してしまい積極的に攻撃してしまった。」これは正当防衛にあたる。
4. 「電車を待っていた女性が，酒に酔ってしつこくからんでくる男性を突き放すため，男性の胸を手で突き飛ばしたところ，その男性が後ずさりしてホームから転落し電車とホームに挟まれ死亡した。」これは正当防衛にあたる。
5. 「AはBと口論になりBがいきなりAを殴打し走り去った、Aは追いかけて行き約100m先でBの後方から殴打した、Bは前方に倒れたが護身用に携帯していた警棒でAに対し反撃した。」Bの反撃は正当防衛である。
次の文章は、正当防衛に関する文章です、正しいものを選びなさい。
1. 急迫不正の侵害に対して、自己又は他人の権利を防衛するため、やむを得ずにした行為は、情状により、その刑を減軽し、又は免除することができる。
2. 正当防衛としての行為は、犯罪の構成要件に該当した場合でも、侵害排除のために必要な限度を超えなければ違法ではない行為になる。
3. 正当防衛行為は急迫不正な侵害行為に対して認められるものであるから、侵害行為が終わってもしばらくは正当防衛行為は認められる。
4. 刑事訴訟法の（犯罪の不成立及び刑の減免）によって正当防衛の規定は定められている。
5. 防衛行為が程度を超えた場合は、過剰防衛となり刑罰の対象（有罪）となり、それが防衛のための行為であったということが情状において考慮され、その行為は罰しない。

次の文章は、緊急避難に関する文章です、誤っているものを選びなさい。
1. 緊急避難とは、自己又は他人の生命、身体、自由又は財産に対する現在の危難を避けるため、やむを得ずにした避難行為のことである。
2. 緊急避難は、人の行為によらず、自然現象や動物の動作などによって生じた、現在の危難を避けるために行った避難行為も含まれる。
3. 緊急避難の一つに、他人の違法な行為によって生じた、現在の危難を避けるために行った避難行為がある。
4. 現在の危難を避けるために行った避難行為が、他人の違法でない行為によって生じた場合は緊急避難にあたらない。
5. 避難行為は、やむを得ずにしたものであること、その危難を避けるために現実的可能性のある方法として唯一の方法であって、他に方法がなかったことを必要とする。

次の文章は、緊急避難（自己又は他人の生命、身体、自由又は財産に対する現在の危難を避けるため、やむを得ずにした行為）に関する文章です、妥当であるものを選びなさい。
1. 避難行為から生じた害が避けようとした害の程度を超えなかった場合、罪ではあるが、情状により、その刑を減軽し、又は免除される。
2. 危難にひんする権利を救うためにする行為が許される場合の一つであり、危難の対象が不正なものに限らないため、正当防衛の場合に比べて要件が厳格ではない。
3. 避難行為から生じた害が避けようとした害の程度を超えた行為は、罪になり、その刑を減軽し、又は免除されることはない。
4. 避難行為は、やむを得ずにしたものであること、その危難を避けるために現実的可能性のある方法として唯一の方法であって、他に方法がなかったことを必要とする。
5. 緊急避難の要件に当てはまる場合であれば、業務の性質上、危難に立ち向かうべき義務のある者でも、一般人と同じように緊急避難行為をすることができる。

次の文章は、正当防衛及び緊急避難に関する記述です、正しいものを選びなさい。
1. 正当防衛は急迫不正の侵害に対して自己又は他人の権利を防衛するための「不正対不正」の関係、緊急避難は自己又は他人の生命、身体、自由又は財産に対する現在の危難を避けるための「正対正」の関係といわれている。
2. 正当防衛行為は、「自己又は他人の権利を防衛するためやむを得ずにした行為」であり、防衛手段として社会通念上、相当ではないがやむを得ないと認められることを必要とする。
3. 正当防衛は、不正な侵害に対して反撃をする行為であり、緊急避難は、正当な第三者の権利または利益を犠牲にして自己の利益を守る行為である。
4. 緊急避難は、その行為から生じた害が、避けようとして生じた害の程度を超えたことが必要であり、このことを「法益の権衡」と言う。
5. 「補充性」とは、危難を避けるためにやむを得ずにしたものであること、その行為をする以外にはほかに方法がなかったことをいうが、必ずしも現実的可能性のある唯一の方法である必要はない。
～刑法・刑事訴訟法～

次の文章は、刑事訴訟法　第二百十二条　「現に罪を行い、又は現に罪を行い終った者を現行犯人とする。②　左の各号の一にあたる者が、罪を行い終つてから間がないと明らかに認められるときは、これを現行犯人とみなす・・・」に関する文章です、誤っているものを選びなさい。
1. 「現に罪を行い」とは、犯罪を現在実行しているという意味であり、犯罪の実行行為に着手し、それを遂行しつつあり、いまだ終了に至らない場合である。
2. 「罪」とは、特定の罪（窃盗、傷害等）を指し、単なる「不審者」であり、何らかの罪を犯している疑いがあるだけでは不十分で、現行犯人とはいえない。
3. 「現に罪を行い終わった」とは、犯罪行為終了直後を指し、直後の範囲は機械的に何時間と決めることはできず、具体的状況に応じて判断される。
4. 罪を行い終つてから間がないと明らかに認められ、その者が犯人として追呼されているときは現行犯人とされる。
5. 罪を行い終つてから間がないと明らかに認められ、その者に尋ねかけたとたん、走って逃走した場合は、現行犯人とみなすことができる。


次の文章は、刑事訴訟法、現行犯逮捕に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 現行犯人は、何人（誰）でも、逮捕状（司法官憲が発した令状）なしで逮捕することができる。逮捕とは、人の身体を直接に束縛して自由を拘束することである。
2. 逮捕に際しては、ある程度の実力行使が許されているが、その実力行使には限界があり、犯人の挙動、具体的状況に応じ、社会通念上妥当な方法をとる必要がある。
3. 逮捕者が被逮捕者の身体に寄り添って看視し、いつでもその身体を捕捉できる態勢をとり、その逃走を防止する方法等によって自由を拘束する場合も逮捕したことになる。
4. 現行犯人を逮捕したときは、直ちに地方検察庁若しくは区検察庁の検察官又は司法警察職員か自衛官に引き渡さなければならない。
5. 現行犯逮捕は、逮捕行為が許されているだけであり、取調べ、身体捜検、所持品検査等を行う権限は認められていない。


次の文章は、刑事訴訟法、現行犯逮捕に関する記述です、正しいものを選びなさい。
1. 被逮捕者の身体に寄り添って看視し、いつでもその身体を捕捉できる態勢をとり、その逃走を防止する方法によって自由を拘束している場合は逮捕したことにならない。
2. 現行犯人を逮捕する権限は、一般私人にも与えられている、これは逮捕行為が許されているだけである。簡単な取調べ、身体捜検、所持品検査等を行う権限も認められている。
3. 罪を行い終った者が、その罪を犯したことを明確な証拠によって裏付けられた場合でも、数日経過していれば、現行犯逮捕は不可能である。
4. 現行犯人を逮捕したときは、直ちに地方検察庁若しくは区検察庁の司法官憲又は司法警察職員に引き渡さなければならない。
5. 罪を行い終つてから間がないと明らかに認められ、その者が犯人として追呼されているときは現行犯人とされる。


次の文章は、現行犯逮捕に関する記述です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 犯罪に使用したと思われる刃物を所持し、かつ、罪を行い終ってから間がないと明らかに認められる者は、準現行犯人として一般私人でも逮捕することができる。
2. 工事現場事務所から物品を窃取し、犯行後間がないと明らかに認められる男が、警備員から窃盗犯人として追呼されている場合は、現行犯人と認められる。
3. 逮捕に際しては、ある程度の実力行使が許されているが、それには限界があり、犯人の挙動、具体的状況に応じ、社会通念上必要最大限の、妥当な範囲内でのものである必要がある。
4. 現行犯人及び準現行犯人については、その者が犯罪を行いつつある、又は行い終ったことが明確に認められ、その場で逮捕しなければ被害の拡大や証拠隠滅のおそれがあるため、だれでもこれを逮捕することができる。
5. 現行犯人といえるためには、何らかの罪を犯している疑いがあるだけでは不十分であり、「罪の特定」が必要である。 

次の文章は、現行犯逮捕に関する記述です、妥当であるものを選びなさい。
1. 交通誘導警備業務中、前日盗まれた自社の社用車が運転されているのを発見した場合には、その運転者を現行犯逮捕することができる。
2. 「現に罪を行い」とは、犯罪を現在実行しているという意味であり、犯罪の実行行為に着手し、それを遂行しつつあり、いまだ終了に至らない場合である。
3. 現行犯逮捕は、令状主義の例外ではあるが、法令上の明文規定に基づくものではない。
4. 罪を行い終わってから間がないと明らかに認められ、かつ、犯罪に使用したと思われる刃物を所持している者は準現行犯人であるため、警備員には現行犯逮捕することができない。
5. 準現行犯人を逮捕した場合には、警察官等に引き渡すまでの間であれば、安全のため所持品検査や簡単な取調べを行える。

次の文章は、刑事訴訟法、現行犯人、現行犯逮捕に関する記述です、妥当でないものを選びなさい。
1. 他人の住居に侵入し、その住居から出たところを家人によって発見されたので逃走し、窃盗犯人として追呼されている者が、罪を行い終つてから間がないと明らかに認められるときは、現行犯人とみなされる。
2. 警備員が現行犯人を逮捕した場合は、直ちに検察官又は司法警察職員に引き渡さなければならない。
3. 現に罪を行い終わったとは、犯罪行為終了数時間を指すが、その範囲は機械的に何時間と決めることはできず、具体的状況に応じて判断される。
4. 身体、被服に犯罪の顕著な証跡があり、明らかに犯罪の用に供したと思われる兇器を所持している者が、罪を行い終ってから間がないと明らかに認められる場合は、準現行犯人として逮捕することができる。
5. 逮捕者が被逮捕者の身体に寄り添って看視し、いつでもその身体を捕捉できる態勢をとり、その逃走を防止する方法等によって自由を拘束する場合も逮捕したことになる。

次の文章は、警察官職務執行法（避難等の措置）第四条、察官による避難等の措置についての概略的知識に関する記述です、誤っていないものを選びなさい。
1. 相手にこれから起こりうること、 危険からの避難、危険の防止、あるいは起こってしまったことに対する結果を告げ知らせる注意のことを「警告」という。
2. 危険が切迫することが予想される状態、すぐにでも危険を避けることができなくなる場合のことを「特に急を要する場合」という。
3. 人に行動を思い止まるようにすすめること、 危険な場所に入らないように注意することを「引き留め」という。
4. 災害を避けて、安全な場所を確保すること、危険な場所を封鎖すること、を「避難」という。
5. 社会通念上、危険防止のために用いられる手段のことで、危険箇所への立ち入り制限、禁止等を「避難等の措置」という。
～遺失物法・施設管理権～

次の文章は、遺失物法第二条の定義に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 「遺失者」とは、物件の占有をしていた者であり、他に所有者その他の当該物件の回復の請求権を有する者があるときは、その者も含まれる。
2. 「施設占有者」とは、施設の占有者であり、施設を他人のためにする意志を持って事実上支配していると認められる者のことを言う。
3. 「拾得者」とは、物件の拾得をした者を言う。
4. 「拾得」とは、物件の占有を始めることであり、埋蔵物及び他人の置き去った物にあっては、これを発見することを言う。
5. 「施設」とは、建築物その他の施設（車両、船舶、航空機その他の移動施設を含む）であり、その管理に当たる者が常駐するものを言う。


次の文章は、遺失物法の拾得者の義務、費用及び報労金に関する記述です、正しいものを選びなさい。
1. 路上等一般の場所において物件を拾得した場合は、1週間以内に遺失者に返還するか、警察署長に提出しなければならない。
2. 施設において物件を拾得した場合は、速やかに警察署長に交付しなければならない。
3. 施設占有者以外の勤務者等が施設内において物件を拾得した場合は、その施設占有者が拾得者になる。
4. 路上等一般の場所において物件を拾得した場合、速やかに提出をしなかった拾得者は、その物件について、費用及び報労金を請求する権利並びに所有権を取得する権利を失う。
5. 施設において物件を拾得した場合、拾得の日から一週間以内に交付をしなかった拾得者は、その物件について、費用及び報労金を請求する権利並びに所有権を取得する権利を失う。

～道路交通法～
次の文章は、道路交通法第一条（目的）、道路交通法第二条（定義）に関する記述です、妥当であるものを選びなさい。
1. 道路交通法の目的として、道路における交通ルールを定め、及び道路の交通に起因する障害の防止のため罰則や反則金を規定している。
2. 停車とは、車両等が客待ち、荷待ち、貨物の積卸し、故障その他の理由により継続的に停止すること、又は車両等が停止し、かつ、当該車両等の運転をする者がその車両等を離れて直ちに運転することができない状態にあることをいう。
3. 駐車とは、車両等が停止することで駐車以外のものをいい、人の乗降のための停止、運転者がすぐに運転できる状態での短時間の停止をいう。
4. 徐行とは、車両等が直ちに停止することができるような速度で進行することをいい、プレーキを操作してから2メートル以内に停止することができる速度で、おおむね時速８〜10キロ以下の速度である。
5. 道路交通法の目的は、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図り、及び道路の交通に起因する障害の防止に資することである。






次の文章は、道路交通法 第10条（通行区分）歩行者の通行方法に関する文章です、誤っているものを選びなさい。
1. 歩行者は、歩道又は歩行者の通行に十分な幅員を有する路側帯と車道の区別のない道路においては、道路の右側端に寄つて通行しなければならない。
2. 歩行者は、歩道等と車道の区別のある道路において、道路工事等のため歩道等を通行することができないとき、その他やむを得ないときは、一時的に歩道外を通行することができる。
3. 歩道を通行する歩行者は、普通自転車通行指定部分（歩道に設けられた自転車のための通路）があるときは、その普通自転車通行指定部分を通行してはならない。
4. 歩行者は、歩道又は歩行者の通行に十分な幅員を有する路側帯と車道の区別のない道路において、道路の右側端を通行することが危険であるとき、その他やむを得ないときは、道路の左側端に寄つて通行することができる。
5. 歩道又は歩行者の通行に十分な幅員を有する路側帯と車道の区別のない道路において、左側通行の訓練を受けている盲導犬によって視覚障害者が通行する場合は、道路の左側端に寄つて通行することができる。


次の文章は、道路交通法 第11条（行列等の通行）行列等の通行方法に関する文章です、誤っているものを選びなさい。
1. 学生生徒の隊列、葬列その他の行列は、歩道等と車道の区別のある道路においては、車道をその右側端（自転車道が設けられている車道にあっては、自転車道以外の部分の右側端）に寄つて通行しなければならない。
2. 行列及び歩行者の通行を妨げるおそれのある者で、政令で定めるものは、車道をその右側端（自転車道が設けられている車道にあっては、自転車道以外の部分の右側端）に寄つて通行しなければならない。
3. 上記２の政令で定める行列以外の行列は、歩道等と車道の区別のある道路において、車道を通行することができる。この場合においては、車道の右側端に寄つて通行しなければならない。
4. 交通誘導警備員は、道路における危険を防止し、その他交通の安全と円滑を図るため必要である場合は、上記１、２の行列の指揮者に、その行列が道路又は車道の左側端（自転車道が設けられている車道にあっては、自転車道以外の部分の左側端）に寄つて通行すべきことを命ずることができる。
5. 警察官は、必要があると認めるときは、上記１、２の行列の指揮者に対し、区間を定めてその行列が道路又は車道の左側端（自転車道が設けられている車道にあっては、自転車道以外の部分の左側端）に寄つて通行すべきことを命ずることができる。


次の文章は、道路交通法 第12条（横断の方法）第13条（横断の禁止の場所）歩行者の道路の横断に関する文章です、誤っていないものを選びなさい。
1. 歩行者は、車両等の直前又は直後で道路を横断してはならない。車両等の直前又は直後とは、移動している車両等の直前・直後のことである。
2. 歩行者は、道路の斜め横断（道路に対し直角又は直角に近い角度以外の角度で横断すること）は４５度程度は許容範囲である。
3. 「横断歩道がある場所の付近」とは、おおむね横断歩道から10メートルないし50メートル程度の距離をいう。
4. 歩行者が、道路を横断しようとするとき、横断歩道がある場所の付近でも、その横断歩道で道路を横断しなければならないことはない。
5. 横断歩道によって道路を横断するときや信号等に従って道路を横断するときは、車両等の直前又は直後で道路を横断することができる。


次の文章は、道路交通法 第14条（目が見えない者、幼児、高齢者等の保護）に関する文章です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 道路交通法 第14条には、目が見えない人や幼児など、いわゆる「交通弱者」の保護が定められている。交通弱者の転倒、交通事故等が発生した場合その場に居合わせた者は、最小限必要であると思われる誘導、合図その他の措置をとるように努めなければならない。
2. 高齢者、身体障害者、その他通行に支障のある歩行者が道路を横断、又は横断しようとしている場合、当該歩行者から申出があつたときは、誘導、合図その他適当な措置をとり、安全に横断することができるように努めなければならない。
3. 高齢者、身体障害、その他通行に支障のある歩行者が道路を横断、又は横断しようとしている場合、必要があると認められるときは、その場所に居合わせた者は、誘導、合図その他適当な措置をとり、安全に道路を横断することができるように努めなければならない。
4. 児童や幼児を保護する責任のある者は、交通のひんぱんな道路や踏切、その附近の道路において、児童や幼児を遊ばせたり、付き添わないで幼児を歩行させてはならない。
5. 児童や幼児が教育又は保育のための施設に通うため道路を通行している場合、誘導、合図その他適当な措置をとることが必要と認められる場所については、その場所に居合わせた者は、児童や幼児が安全に道路を通行できるように努めなければならない。


次の文章は、道路交通法 第17条（通行区分）に関する文章です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 車両は、歩道又は路側帯と車道の区別のある道路においては、車道を通行しなければならない。ただし、道路外の施設又は場所に出入するためやむを得ない場合は歩道等を横断することができる。
2. 車両は、歩道又は路側帯と車道の区別のある道路においては、車道を通行しなければならない。ただし、法令の規定により歩道等で停車し、若しくは駐車するため必要な限度においては歩道等を通行することができる。
3. 車両は、道路外の施設又は場所に出入するためやむを得ない場合において歩道等を横断するときは、歩道等に入る直前で一時停止し、かつ、歩行者の通行を妨げないようにしなければならない。
4. 車両は、道路の中央から左側を通行しなければならないが、その道路が一方通行となっているときは、道路の中央から右の部分にはみ出し方ができるだけ少なくなるようにして全部又は一部をはみ出して通行することができる。
5. 車両は、道路の中央から左側を通行しなければならないが、左側部分の幅員が車両の通行のため十分でないときは、道路の中央から右の部分にはみ出し方ができるだけ少なくなるようにして全部又は一部をはみ出して通行することができる。

次の文章は、道路交通法 第17条（通行区分）道路交通法 第25条（道路外に出る場合の方法）に関する文章です、誤りでは無いものを選びなさい。
1. 徐行義務は、車両が、左折又は右折を完了して道路外に出るまで徐行（直ちに停止することができるような速度）を継続しなければならない。
2. 車両が道路外に出るため左折するときは、あらかじめその前からできる限り道路の左側端に寄りかつ、徐行しなければならず、歩道等と車道の区別のある道路では歩行者の通行を妨げないよう徐行を継続しなければならない。
3. 軽車両及びトロリーバスを除く車両が道路外に出るため右折するときは、あらかじめその前からできる限り道路の中央に寄りかつ、徐行しなければならず、歩道等と車道の区別のある道路では歩行者の通行を妨げないよう徐行を継続しなければならない。
4. 軽車両及びトロリーバスを除く車両が道路外に出るため右折するとき、その道路が一方通行の場合は、あらかじめその前からできる限り道路の右側に寄りかつ、徐行しなければならず、歩道等と車道の区別のある道路では歩行者の通行を妨げないよう徐行を継続しなければならない。
5. 「あらかじめその前」とは、右折また左折を他の車両や歩行者に十分に認識させるため、合理的に判断して必要と考えられる時点で、その距離は約50m手前である。


次の文章は、道路交通法 第25条の2（横断等の禁止）第26条の2（進路の変更の禁止）に関する文章です、誤っているものを選びなさい。
1. 車両は、歩行者や他の車両等の正常な交通を妨害するおそれがあるときは、道路外に出入するための左折、右折、横断、転回、後退してはならない。
2. 車両は、道路標識等により横断、転回、後退が禁止されている道路の部分においては、当該禁止された行為をしてはならない。
3. 車両は、進路変更した場合にその変更した後の進路と同一の進路を後方から進行してくる車両の速度や方向を急に変更させるおそれがあるときは、速やかに進路を変更しなければならない。
4. 車両の進路の変更の禁止を表示する道路標示によつて区画されているときは、その道路標示をこえて進路を変更してはならない。
5. 緊急車両に進路を譲る場合や道路の損壊、工事その他障害のため、通行している車両通行帯を通行することができない場合は、道路標示を超えて進路を変更することができる。


次の文章は、道路交通法 第36条、第37条（交差点における他の車両等との関係等）に関する記述です、妥当であるもの選びなさい。
1. 「交通整理の行われている交差点」とは、信号機の表示する信号、交通誘導警備員、警察官等の手信号等による交通整理が行われている交差点のことである。
2. 車両は、左方から進行してくる路面電車及び左方から進行してくる車両の進行妨害をしてはならない。
3. 優先道路以外の道路を進行している車両は、交差する道路が優先道路であるとき、又は道路の幅員が明らかに広いときは、その交差道路を通行する左方から進行してくる車両の進行妨害をしてはならない。
4. 交通整理の行なわれていない交差点に入ろうとする場合、交差道路が優先道路であるとき、又は通行している道路よりも交差道路の幅員が明らかに広いときは、一時停止しなければならない。
5. 交差点に入ろうとし、及び交差点内を通行するときは、状況に応じ、通行する車両等、反対方向から右折する車両等、交差点又はその直近で横断する歩行者に注意し、安全な速度と方法で進行しなければならない。



次の文章は、道路交通法 第36条、第37条（交差点における他の車両等との関係等）に関する記述です、誤っていないものを選びなさい。
1. 交差点に入ろうとし、及び交差点内を通行するときは、通行する車両等、反対方向から右折する車両等、交差点又はその直近で横断する歩行者に注意し、徐行しなければならない。
2. 交通整理の行なわれていない交差点に入ろうとする場合、交差道路が優先道路であるとき、又は通行している道路の幅員よりも交差道路の幅員が明らかに広いときは、徐行しなければならない。
3. すべての交差点において、交差点で右折する場合、その交差点を直進し、又は左折しようとする車両等があるときは、一時停止しなければならない。
4. 交通整理の行なわれていない交差点においては、優先道路通行している場合を除き、交差道路が優先道路であるときは、その交差道路を通行する車両等に注意し、徐行しなければならない。
5. 交通整理の行なわれていない交差点においては、優先道路通行している場合を除き、交差道路が通行している道路の幅員よりも明らかに広いものであるときは、その交差道路を通行する車両等に注意し、徐行しなければならない。




次の文章は、道路交通法、第38条、第38条の2の横断歩道等における歩行者等の優先及び横断歩道のない交差点における歩行者の優先に関する記述です、誤りではないものを選びなさい。
1. 車両等は、横断歩道等に接近したとき、横断歩道等によって道路を横断しようとする歩行者等がないことが明らかな場合を除き、横断歩道等の直前で一時停止しなければならない。
2. 車両等は、横断歩道等に接近したとき、横断歩道等に歩行者等がある場合などは、横断歩道等の直前で停止できるような速度で進行しなければならない。
3. 車両等は、横断歩道等又はその手前の直前で停止している車両等がある場合、停止している車両等の側方を通過してその前方に出ようとするときは、徐行しなければならない。
4. 車両等は、横断歩道等及びその手前の側端から前に30m以内の道路の部分においては、その前方を進行している他の車両等（軽車両を除く）の側方を徐行しなければならない。
5. 車両等は、交差点又はその直近で横断歩道の設けられていない場所において、道路を横断中の歩行者の通行を妨げてはならない。


次の文章は、道路交通法 第40条（緊急自動車の優先）に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 交差点内を通行中、緊急自動車が接近してきたときは、車両は交差点から速やかに出て道路の左側に寄り一時停止し、進路を譲らなければならない。
2. 交差点入る手前で、緊急自動車が接近してきたときは、車両は交差点に入らないで道路の左側に寄り一時停止し、進路を譲らなければならない。
3. 交差点又はその付近以外の場所で、緊急自動車が接近してきたときは、車両は道路の左側に寄って一時停止し、進路を譲らなければならない。
4. 「一時停止しなければならない」とは、緊急自動車が交差点を通過し終わるか、自車の側方を通過し終わるまでを言う。
5. 左側によることが緊急自動車の通行を妨げる場合、車両は道路の右側に寄って、進路を譲らなければならない。


次の文章は、道路交通法の緊急自動車の優先、消防用車両の優先等に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 交差点又はその附近において、緊急自動車が接近してきたときは、車両は交差点を避け、かつ、道路の左側に寄つて一時停止しなければならない。
2. 交差点又はその附近以外の場所において、緊急自動車が接近してきたときは、車両は、道路の左側に寄つて、これに進路を譲らなければならない。
3. 交差点又はその付近以外の場所において、消防用車両が接近してきたときは、車両は、当該消防用車両の通行を妨げてはならない。
4. 緊急自動車とは、消防用自動車、救急用自動車、警察用自動車で、当該緊急用務のため、サイレンを鳴らし、かつ、赤色の警光灯をつけ運転中のものをいう。
5. 消防用車両とは、消防用自動車以外の消防の用に供する車両で、消防用務のため、サイレン又は鐘を鳴らし、かつ、赤色の灯火をつけ運転中のものをいう。
	



次の文章は、道路交通法 第43条（指定場所における一時停止）に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 交通整理が行なわれていない交差点において、道路標識等により一時停止すべきことが指定されているときは、道路標示による停止線の直前で一時停止しなければならない。
2. 交通整理が行なわれていない交差点において、道路標識により一時停止すべきことが指定されているとき、道路標示の停止線が設けられていない場合は、交差点の直前で一時停止しなければならない。
3. 交通整理が行なわれていない交差点において、一時停止の道路標識がなく道路標示の停止線のみ設けられている場合は、道路標示による停止線の直前で一時停止しなければならない。
4. 交通整理の行なわれていない交差点において、一時停止の道路標識等がなく、交差道路が優先道路であるとき、その交差道路を通行する車両等の進行妨害をしてはならない。
5. 交通整理の行なわれていない交差点に入ろうとする場合において、一時停止の道路標識等がなく、その通行している道路の幅員よりも交差道路の幅員が明らかに広いものであるときは、徐行しなければならない。


次の文章は、道路交通法、第44条（停車及び駐車を禁止する場所）に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 交差点及び交差点の側端から五メートル以内の部分
2. 道路の曲がり角から五メートル以内の部分
3. 横断歩道及び自転車横断帯と横断歩道又は自転車横断帯の前後の側端からそれぞれ前後に五メートル以内の部分
4. 踏切及び踏切の前後の側端からそれぞれ前後に五メートル以内の部分
5. 勾配の急な坂及び坂の頂上付近


次の文章は、道路交通法、第44条（停車及び駐車を禁止する場所）に関する記述です、誤っていないものを選びなさい。
1. バスの停留場を表示する標示柱又は標示板が設けられている位置から五メートル以内の部分
2. 安全地帯の左側の部分及び当該部分の前後の側端からそれぞれ前後に五メートル以内の部分
3. 横断歩道又は自転車横断帯の前後の側端からそれぞれ前後に五メートル以内の部分
4. 道路工事が行なわれている場合における当該工事区域の側端から五メートル以内の部分
5. 消火栓、指定消防水利の標識が設けられている位置又は消防用防火水槽の吸水口若しくは吸管投入孔から五メートル以内の部分


次の文章は、道路交通法 第45条（駐車を禁止する場所）に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 道路工事が行なわれている場合における当該工事区域の側端から五メートル以内の部分
2. 消防用機械器具の置場若しくは消防用防火水槽の側端又はこれらの道路に接する出入口から五メートル以内の部分
3. 消火栓、火災報知機、指定消防水利の標識が設けられている位置又は消防用防火水槽の吸水口若しくは吸管投入孔から三メートル以内の部分
4. 道路の左側端に沿い駐車する場合に当該車両の右側の道路上に三・五メートル以上の余地がないこととなる場所においては、駐車してはならない。
5. 道路外に設けられた施設又は場所の道路に接する自動車用の出入口から三メートル以内の部分

次の文章は、（停車及び駐車を禁止する場所）及び（駐車を禁止する場所）について書かれた文章です誤っているものを選びなさい。
1. 交差点の側端又は道路の曲がり角から五メートル以内の部分は、停車し、又は駐車してはならない。
2. 横断歩道又は自転車横断帯の前後の側端からそれぞれ前後に五メートル以内の部分は、停車し、又は駐車してはならない。
3. 道路工事が行なわれている場合における当該工事区域の側端から五メートル以内の部分は、駐車してはならない。
4. 道路外に設けられた施設又は場所の道路に接する自動車用の出入口から三メートル以内の部分は、停車し、又は駐車してはならない。
5. バスの停留所を表示する標示柱又は標示板が設けられている位置から十メートル以内の部分は、停車し、又は駐車してはならない。

～交通誘導機材～

次の文章は、交通誘導警備業務用資機材に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 交通誘導警備業務用資機材は、主に保安柵やセフティコーンなどの保安用資機材と手旗や無線機など警備員が使用するその他の資機材の２種類に分けることができる。
2. 交通誘導現場で使用される保安用資機材には、保安柵、セフティコーン、コーンバー、矢印板、バリケード、単管バリケード、ソーラー式工事保安灯、ソーラー式回転灯、電光標示板等がある。
3. 警備員が使用する資機材には、警笛、手旗、大旗、誘導灯、無線機、ヘルメット、夜光チョッキ、安全靴、警戒棒、警戒杖、刺股、特殊警戒棒等がある。
4. 無線機は、 一般的には特定小電力トランシーバが使用され、警備員相互の距離が遠い場合には、 出力の大きい業務用携帯無線機が使用される。
5. 高速自動車国道、自動車専用道路等において大型回転灯の使用や警戒員の配置、警戒標識車両を配置するなどの安全対策を講じる必要があり、警備員は大旗を使用する。


次の文章は、交通誘導警備業務用資機材の機能及び使用方法についての記述である、妥当ではないのを選びなさい。
1. クッションドラムは、中に水袋又は砂袋が入っており、横方向に広げて設置するよりも、縦方向に厚く設置する方が衝突時の衝撃をより緩和することができ効果的である。
2. 誘導ロボットは、警備員の補助として使用され、片側交互通行規制の誘導を目的として使用するものであり、規制帯の起点側導流帯の中間と終点側に設置する。
3. 車線規制用標識車両は、規制帯の明示や通行する車両に対して車線変更を促す目的で使用したり、信号機付昇降電光標示板を積載し片側交互通行規制の起点側、終点側に設置される。
4. 工事用信号機は、公安委員会が法令によって設置するものとは異なり、あくまでも道路工事等の施工業者が安全を期すために任意に設置するものである。
5. 回転灯は、車両に対し車線規制が行われていることの注意を促す目的として使用され、一般的に、ソーラー式大型LED回転警告灯が使用されている。看板に取り付ける小型のものもある。



次の文章は、無線機・特定小電力トランシーバーの通話要領等についての記述です、誤っていないものを選びなさい。
1. 1回の通話時間は電波法により5分以内と定められており、制限時間10秒前に警告音がなり自動的に終了する。その際は2秒経過しなければその後の通信を行わない。
2. 送信は、送信スイッチを押して1〜2秒たってから行うこと。マイクは、口元から5〜10cm離して、普通の大きさの声で話すこと。
3. 送信が30秒以上にわたるときは、 至急通話の割込みなどを容易にするため、 30秒ごとに３〜４秒間、発信を停止する。
4. 通話時の会話速度は、電池の消耗を避けるため、間延びすることなく、なるべく早ロで手短に単的に内容を伝える。
5. 呼出しに対する応答がないときは、いたずらに呼出しを繰り返さないで、携帯しておいた予備電池と入れ替える。

次の文章は、保安用資機材「車道規制時の設置要領、留意事項」に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 「工事予告」標示板は、原則として、工事現場の手前100mから1000mの道路上の左側(中央線側の工事の場合は中央線側に設置することもある)に設置する。
2. 交通流に対面する起点側の保安用資機材と中央線との角度は、車両の安全な通行を確保するため、おおむね15度から30度となるように設置する。
3. 交通流に対面する起点側の保安用資機材は、隙間なく並べて仕切るが、対面しない側（中央線上及び終点側）は、工事車両出入りのため誘導員が配置するので配列しなくてもよい。
4. 保安用資機材が強風や車両通過時の風圧によって転倒しないよう、土嚢の設置やパイプ等による固定その他必要な安全措置を講じる。
5. 誘導ロボッ トは、 通行する車両に対して通行車線の変更を促すことを目的として使用され、規制帯起点側の流動部分中ほどに設置されることが多い

次の文章は、保安用資機材「車道規制時の設置要領、留意事項」に関する記述です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 警備員自らが設置する場合は、保安用資機材の機能を理解し、設置、撤去時の受傷事故の防止に努めなければならない。
2. 保安用資機材の設置は、工事車線側の車両が進行してくる方向（起点側）から始め、撤去する場合は、逆の地点（終点側）から行う。
3. 交通流に対面する起点側の保安用資機材と中央線との角度は、おおむね30度程度となるように設置する。ただし、道路状況や周辺の状況等により45度〜６０度程度の場合もある。
4. 工事中であることを示す各種標示板は、工事区間の起点と終点に設置する。
5. 夜間は、回転灯や内照式セフティコーン、スポット照明灯や反射加工を施した保安用資機材を設置する。

次の文章は、「交通誘導警備業務用資機材の点検及び整備」に関する記述です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 警備業者が持ち込んだ資機材を使用する場合は、基本的留意事項を理解したうえで確実な維持管理を行い、破損が生じた場合は、速やかに撤去を行う。
2. 設置した資機材が風圧等により動いていた場合や転倒していた場合は、周囲の交通の状況を確認し、安全を確保したうえで元の位置に設置し、同様のことが発生しないよう安全措置を講じる。
3. 整理整頓を行い、業務中においても、歩行者通路内や定められた場所以外に放置しない。作業終了時に使用した資機材を片づける時は、元の保管位置に戻しておく。
4. 電池や燃料等を使用する資機材の場合は、電池切れや燃料切れ等を点検し、必要に応じて交換や補充するとともに予備を準備する。
5. センサーの作動により自動的に電源のオンとオフが行われる場合は、当該センサーが確実に作動するかを確認する。



次の文章は、「交通誘導警備業務用資機材の点検及び整備」に関する記述です、間違っていないものを選びなさい。
1. 工事業者が準備した資機材を使用する場合であっても、基本的留意事項を理解したうえで確実な維持管理を行い、破損等が生じた場合は、速やかに交換や修理を行う。
2. 24時間規制するような場合は、夜間時の照度に十分配慮する。
3. 特に夜間は、交通誘導警備業務用資機材の紛失や盗難がないよう、資機材の固定を行うとともに、設置状況や設置資機材を把握しておく。
4. 太陽光発電も可能な工事用信号機や車線規制用標識車両については、日中における充電が効率よく行えるようパネルの向きを考慮する
5. セフティコーン・コーンバー等の外観上の点検を確実に行う。各種資機材の数を確認し把握する。


次の文章は、歩行者用通路を設置する場合の留意事項について述べたものです、適切でないものを選びなさい。
1. 一般歩行者の通行が困難になる場合は、安全な場所に歩行者用通路を設置する。
2. 歩行者用通路上の見やすい箇所に、「歩行者通路」等の標示板を設置する。夜間は常に十分な照明を点灯し、標示板や歩行者用通路が周囲からよく見えるようにする。
3. 歩行者用通路は、凹凸やぬかるみがなく、転倒するおそれのない場所に設置する。また、落下物等のおそれがある危険な場所を避けて確保する。
4. 作業現場との境界は、保安用資機材を隙間なく並べて仕切るとともに、風圧等で動くことがないよう安全措置を講じる。
5. 保安柵やセフティコーン、コーンバー等によって、十分な幅員（通常1.5mやむを得ない場合でも0.75m以上）の歩行者用通路を確保する。





～合図・誘導～

次の文章は、合図実施上の留意点の基本的留意事項に関する記述です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 警備員は、服装、頭髪、その他の身だしなみを清潔・端正にすることはもちろん、体調を整え、日頃から誘導技術の向上に努め、心身ともに良好な状態で交通誘導警備業務を行うように心がける。
2. 常に周囲の交通状況を把握し、工事関係車両等、特定の車両のみを優先した誘導を行わないようにする。
3. 誘導ミスによって交通事故を引き起こし たり、一般車両等に迷惑をかけたりすることのないよう、常に現場の交通状況全般に気を配り、安全かつ円滑な誘導に努める。
4. 原則、信号機の表示する信号を遵守して交通誘導を行うが、事故等の発生し交通が渋滞したときは、安全のため一時的に信号機の表示する信号とは異なる合図を行い、渋滞の解消に努める。
5. 交通誘導は、相手の自発的な協力に基づいて行われるものであり、特別に権限を有する者のような指示や命令を行ってはならない、言語態度には十分留意し、トラブルを引き起こさないようにする。



次の文章は、合図実施上の留意点の基本的留意事項に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 警備員は、服装、頭髪、その他の身だしなみを清潔・端正にすることはもちろん、体調を整え、日頃から誘導技術の向上に努め、心身ともに良好な状態で交通誘導警備業務を行うように心がける。
2. 常に周囲の交通状況を把握し、工事関係車両等、特定の車両のみを優先した誘導を行わないようにする。
3. 誘導ミスによって交通事故を引き起こし たり、一般車両等に迷惑をかけたりすることのないよう、常に現場の交通状況全般に気を配り、安全かつ円滑な誘導に努める。
4. 原則、信号機の表示する信号を遵守して交通誘導を行うが、事故等が発生し交通が渋滞したときは、安全のため一時的に信号機の表示する信号とは異なる合図を行い、渋滞の解消に努める。
5. 交通誘導は、相手の自発的な協力に基づいて行われるものであり、特別に権限を有する者のような指示や命令を行ってはならない、言語態度には十分留意し、トラブルを引き起こさないようにする。

次の文章は、合図実施上の留意点の基本的留意事項に関する記述です、正しくないものを選びなさい。
1. 道路工事現場で交通誘導警備業務に当たる場合、道路使用許可条件を熟知しその条件を守り、安全かつ円滑な誘導に努める。
2. 常に現場の交通状況全般に気を配り、常に周囲の交通状況を把握し、安全かつ円滑な誘導を行うため一般車両に配慮して、工事関係車両等特定の車両のみを優先した誘導を行う。
3. 交通誘導警備業務は、信号道路標識等が設けられている場所において、これらに従い、現場に警察官等がいる場合にはその指示に従う。
4. 交通誘導警備業務は、道路交通法の定める車両及び歩行者の通行方法に適合する範囲内で行う。
5. 歩行者や通行車両等の安全を図り、工事用車両や工事関係者、警備員自身の受傷事故の防止に努める。

次の文章は、合図実施上の留意点「具体的留意事項」に関する記述です、誤っているものを選びなさい。
1. 片側交互通行のため、一般車両に停止を求めるときは、停止を求めようとする車両の速度やその後続の車両の有無を考慮し、無理に停止を求めない。
2. 車両が停止する場所と規制帯は、対向車両がすれ違う際の妨害とならないよう十分な距離をおく。
3. 工事関係車両を工事現場に右折で入場させる必要がある場合、工事関係車両が後続の通行の妨げになるため、工事関係車両を優先的に現場内に誘導する。
4. 原則として、工事関係車両を道路上で順番待ちをさせてはならない。
5. 歩行者の通行の安全について常に注意を払い、特に交通弱者については十分な配慮を行う。

次の文章は、合図実施上の留意点「具体的留意事項」に関する記述です、妥当ではないものを選びなさい。
1. 車両に停止を求める場合には、近づいてきた車両の前面で停止予告合図を行いその後、外側線側に寄り停止させる。また、車両が道路の左側に沿って停止できるようにする。
2. 停止の合図は、ゆとりを持ってはっきりと行い、悪天候の下で停止を求める場合は、車両の制動距離に留意する。
3. 停止した車両に対しては、進行の合図を行うまでは停止の合図を継続すること、停止した車両に進行を促す場合は、他の交通の状況を見て、周囲の安全を確認した後に進行させる。
4. 誘導の対象となる車両の死角に入らないよう注意し、常に運転者から警備員の存在が見える位置で誘導を行う。
5. 工事関係車両を誘導する際は、一般車両や歩行者の通行の妨げにならないように、安全を確認してから行う。


